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1 ■お問い合わせは　財務課 ☎ 42-1813まで特別会計 収入済額 支出済額 差引額

国民健康保険事業 27億5,103万円 29億3,536万円 △ 1億8,433万円

後期高齢者医療事業 2億9,663万円 2億9,647万円 16万円

介 護 保 険 事 業 18億5,629万円 18億4,901万円 728万円

港 湾 事 業 1億7,525万円 1億7,525万円 0万円

下 水 道 事 業 11億9,089万円 13億9,058万円 △ 1億9,969万円

合 計 62億7,009万円 66億4,668万円 △ 3億7,659万円

水道事業 収入済額 支出済額 差引額

収 益 的 収 支 5億7,682万円 5億3,791万円 3,891万円

資 本 的 収 支 1億3,938万円 3億5,787万円 △ 2億1,849万円

病院事業 収入済額 支出済額 差引額

収 益 的 収 支 56億5,358万円 56億1,736万円 3,622万円

資 本 的 収 支 6億　73万円 10億1,617万円 △ 4億1,544万円

（１）健全化判断比率
留萌市の

健全化判断比率
国の基準

早期健全化 財政再生

①実 質 赤 字 比 率 実質赤字額なし 13.70% 20.00%

②連結実質赤字比率 実質赤字額なし 18.70% 30.00%

③実質公債費比率 18.3% 25.0% 35.0%

④将 来 負 担 比 率 124.0% 350.0% ―

（２）資金不足比率
　今年度の算定では、各公営企業会計において資金不足（赤字）は
生じていません。
●対象公営企業会計
　・港湾事業会計 ・下水道事業会計 ・水道事業会計 ・病院事業会計

■特別会計
　国民健康保険や下水道など、特
定の事業を行う場合に保険税や下
水道使用料などの事業収入がある
ものを一般会計と分けています。
　平成 25 年度の市の特別会計は
５会計です。

■企業会計
　民間企業と同じように事業収益
で運営される会計です。
　市では、水道事業と病院事業の
２事業です。

※収益的収支⇒営業面から見た収支
　資本的収支⇒設備など所有財産の
　　　　　　　面から見た収支
※資本的収支の不足額は、これまで
　蓄えた純利益などで補てんしてい
　ます。

　平成19年度の「地方公共団
体の財政の健全化に関する法
律」の制定により、自治体財
政の健全度を判断する健全化
判断比率（４指標）が導入さ
れました。これらの指標のう
ち一つでも早期健全化基準以
上になると、財政健全化計画
を策定し、自主的な健全化に
取り組むことになります。
　25年度の算定では、全て
の指標が早期健全化基準を下
回っており、市の財政は健全
であると言えます。

○今後も、少子高齢化や人口の減少などにより、市税や地方交付税などの歳入の減少が予想されますの
で、これまで以上に健全な財政運営の維持に努めます。なお、財政に関する資料は、市・ホームページ
（http://www.e-rumoi.jp/）に掲載していますのでご覧ください。

歳　出 135億4,948万円

歳　入 141億3,893万円

①民生費 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 33億8,053万円
※子育て支援、障がい者・高齢者福祉や医療給付など
②衛生費 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16億8,973万円
※各種健（検）診や予防接種、一般廃棄物処理施設分の負担金など
③労働・農林水産・商工費 ‥‥ 3億6,228万円
※勤労者福祉対策、農林水産業への支援、商工業や観光の振興など
④土木費 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16億6,680万円
※公園や道路の整備・除排雪、市営住宅の管理、港湾整備など
⑤教育費 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 9億9,458万円
※小・中学校の運営や生涯学習、校舎などの建設、スポーツ・芸術文化の振興など
⑥公債費 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 22億1,541万円
※市が借りたお金の返済金
⑦職員給与費 ‥‥‥‥‥‥‥ 14億1,674万円
※市職員の給料、退職手当など
⑧その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 18億2,341万円
※議会費、総務費、消防費、災害復旧費など

①市税 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 24億1,863万円
※市民税、固定資産税など
②地方交付税 ‥‥‥‥‥‥‥ 59億4,031万円
※市の財政力に応じて、国から交付されるお金
③国庫支出金 ‥‥‥‥‥‥‥ 18億7,069万円
※国が必要と認めた事業に対して国から配分されるお金
④市債 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 10億7,688万円
※市の借金
⑤使用料および手数料 ‥‥‥‥ 3億6,833万円
※市の施設などの使用料や諸証明などの各種手数料
⑥地方譲与税・交付金 ‥‥‥‥‥ 4億1,579万円
※消費税や自動車重量税などの国税などのうち、一定割合で交付されるお金
⑦その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 20億4,830万円
※道支出金、繰入金、繰越金、諸収入など

歳出は、前年度と比べて1億1,394万円の減となりました。主な増減は、教育費が4億9,126万円、民生費が9,499万
円の増となった一方、公債費が4億1,943万円、職員給与費が2億5,643万円の減となっています。

歳入は、前年度と比べて1億7,965万円の増となりました。主な増減は、市債が2億7,594万円、国庫支出金が1億
3,180万円の増となった一方、繰入金が2億53万円、使用料および手数料が1億3,799万円の減となっています。
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一般会計歳入歳出差引 5億8,945万円

　平成25年度の各会計決算がまとまりました。市民の皆さんから納
めていただいた市税や国・道から交付されたお金がどのように使わ
れたかをお知らせします。

平成25年度 決算のあらまし
市の財政は健全な水準を維持しています

■一般会計

■平成 25年度　健全化判断比率などについて

◆　◇　用　語　解　説　◇　◆
①実質赤字比率……… 一般会計の赤字額を指標化し、財政運営が健全であるかどうかを示します。
②連結実質赤字比率… 全ての会計の赤字と黒字を合算 ( 連結 ) して、地方公共団体全体としての赤字の

程度を指標化し、財政運営が健全であるかどうかを示します。
③実質公債費比率…… 借金などの返済額の大きさを指標化し、財政に対する負担の大きさを示します。
④将来負担比率……… 地方公共団体の一般会計の借金や将来支払うことになる可能性のある負担などの現時

点での残高を指標化し、将来、財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示します。

※各会計ごとに端数処理しているため、金額が合わない場合があります。


